<研究論文>「原価計算基準」の改訂あるいは新設の方向 by 大坪 宏至
<研究論文>「原価計算基準」の改訂あるいは新設の
方向
著者 大坪 宏至
著者別名 Ohtsubo Hiroshi
雑誌名 経営論集
巻 38
ページ 29-62
発行年 1992-03-30
URL http://id.nii.ac.jp/1060/00005703/
Creative Commons : 表示 - 非営利 - 改変禁止
http://creativecommons.org/licenses/by-nc-nd/3.0/deed.ja
「原価計算基準」の改訂あるいは新設の方向29
「原価計算基準」の改訂あるいは新設の方向
目 次
ぱじめ にI.
「原価計算基 準」II.
「原価計算基準」III.
「原価計算基準」
お わ りに
大 坪 宏 至
の特徴と意義
の見直しの必要性
の改訂あるいは新設の方向
はじめに
わが国の「原価計算基準」（以下，「基準」 と略称する）の改訂あるいは新
設の方向性を明らかにし，その可能性を探ることを本稿の目的 とし，考察を
進めることとする。
現行の「基準」が設定されてから30年近く経過している。 その間に経営環
境も変化してきすこ。「基準」に対する批判は，設定当時から存在していた。そ
れら諸批判 も踏まえ，「基準」の見直しの必要性がある箇所についてぱ見直し
を行ない，具体的に「基準」の改訂あるいぱ新設を行なうべき時期にきてい
るといえよう。
「基準」の改訂あるいは新設に関する検討には，「基準」の存在意義と特徴
を明らかにし，「基準」の見直しの必要性を確認することが必要である。そう
することは，「基準」の改訂あるいは新設についての検討の前段階として必要
であり，改訂あるいは新設の方向性がより鮮明となると考える。 そこで，ま
ず「基準」の存在意義と特徴を要約し，次に「基準」の見直しの必要性につ
いて若干の指摘を行なう。さらに，「基準」の改訂あるいは新設について考察
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を進めることにする。
つまり，図1 －1 に示すように，A の要約をし,c ではなくB であること
の指摘をした後,F,G,H √I の検討を行なう。
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「原価計算基準」の特徴と意義
「基準」の改訂あるいは新設のあり方について考える場合，それ以前に，「基
準」の特徴および存在意義を明らかにする必要がある。そうすることは，「基
準」の見直しの必要性にして考察する場合においての大前提で もあり，問題
点と方向性を明らかにするうえでの出発点であると考えるからである。
「基準」は何を主要目標として構想されてきたかというと，黒滓清教授に
よれば，原価基準というよりは原価会計基準の構想にすすんだ ということに
なる。1）また，「基準」の意味内容については，原価計算基準特別委員会による1979
年の報告の中で指摘されており，そこでは次の3 つが示されている丿 す
なわち，a.
法的基準 としての原価計算基準
これは，法的枠組の中での原価計算基準を意味する。現行「原価計算基準」
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は この性 格 を強 く もっ てお り，商法， 税法 とのか か わりあ いにお け る企業会
計 原則の一 環 を なしてい ると解す る もので あ る。b.
慣行 基準 としての原価計算基準
これは， 法 規定 とぱ離 れ，企業 実務 におい て， 経 常的反復 的 に行 なわ れる
計算 制度 の基 準 としての原価計算基準 を意味 す る もので あ る。c.
理論的 基準 としての原価計算基準
こ れは， 原価計 算理論の立場か らす る， あ るべ き原価 計 算の基準 を意味 す
る。慣行基準 と理 論的基 準 とは密接 な関係 にあ る と解 さ れ る。
「基準」は，a の法的基準 としての性 格が強 い よう に思 われ る。例 えば,「基
準」の前文 には，「 この基準は，企業会 計原則 の一環 を成 し， その う ちとくに
原価 に関 して規定 した ものであ る。」 と述 べ られてい る。「基準 」が企業会 計
原則の一環で あ る というこ とは,前文以外 か らも窺 うこ とがで きる。3)また,「企
業会 計原則」の注解8 および21-2 で も，「製品等 の製造 原 価が，適正な原価
計 算基準 に従っ て算定 しなけ ればな らな い。」となっ てい る（適正 な原価計 算
基 準が現 行 の「基 準」を指 す とぱい えないか もしれない が）。しかし，「基準」
の見直 しあ るい は改訂 につ いて検討 す る際 には,a,b,c3 つの性 格を総
合 して考 えてい くべ きであ る。
「基準 」の 中心 は，製品別計算であ る。 したがっ て， 原価 の費目別計算 は
「基 準」第2 章9 で,「原価 の費目別計算 とは…… 原価計算 にお け る第一次 の
計 算段階で あ る。」 とさ れ， 部門別計算 につい ては 「基 準」 第2 章15 で，「原
価 の部門 別計算 とは……原価計算 におけ る第二次 の計算段 階であ る。」として
い る。つ まり， 費目別計算お よび部門 別計 算 を製品 別計算 の前段階 として副
次的 に扱っ てい る。
「基準」にお け る重要項 目は，「基準」の本文 か ら もわか るよ うに（第2 章7
～39 は実際原 価の計算 につ いての規 定であ る）, 実際 原価 の計算であ る。
実際原価 につ い ては，「基 準」第1 章4 の（1）の1 で ，「…… その実際 消費量
ぱ， 経常 の正 常 な状 態を前提 とする もので あ り， したがっ て， 異常 な状態 を
原因 とす る異常 な消費量は， 実際 原価 の計 算 にお いて もこ れを実際 消費量 と
解さ ない もの とす る。・‥…原価 を予定価格 等 を もっ て計 算 し て も，消費量 を
実際 によっ て計算 す る限 り，それは実際 原価 の計 算で あ る。」と規定 してい る。
つ まり， 実際原 価に予 定価格 を適用 す るこ とがで きるこ と と， 消費量は正
常的 な もの に限 るこ との2 点 を明 らかにしてい る。
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「基準」が実際原価の計算を重視しているものの，現実的標準原価の計算
を示していることは，制度として現実的標準原価計算を認めているという点
で，ひとつの特徴である。
「基準」の特徴については，後述するように，見直しの必要性が認められ
る点もあるので，ここでは簡単に示すに止めた。■1）
「基準」の意義 としては，まずその前文において，「今日，原価計算に対し
て与えられる目的は単一ではない。……したがって，原価計算制度は……いヽ
ずれの計算目的にもともに役立つように形成され，一定の計算秩序 として常
時継続的に行なわれるものであることを要する。ここに原価計算に対して提
起される諸目的を調整し，原価計算を制度化するため，実践規範としての原
価計算基準が，設定される必要がある。」と述べられており，諸計算目的の調
整と，原価計算の制度化のための実践規範としての点が上げられよう。
また，「基準」には，企業会計原則の一環として，利害関係者の利害の調整
をはかるという性格があるが， その点で も意義が認められ乱5）
実務面において，とくに「基準」の設定当初は，「基準」は啓蒙的役割を果
たしたといえよう
○
例えば，特徴 としても取り上げた予定数値の適用を明らかにしたこと。
現実的標準原価だけを標準原価 としたことは別にして，標準原価計算を認
めたこと。
よりすぐれた製品別計算の形態についての問題は別にして，実際製品原価
計算形態についての類型を示したこと等である。
さらに,労務管理の観点から啓蒙的役割を認めようとする指摘 もある。6)「基
準」は実務上，啓蒙的役割を果たしたという点で意義が認められる。 また，
実務面以外では，原価計算を学習する者にとってのテキスト としても，これ
までは意義があったといえる。7）
「基準」の果たすべき役割あるいぱ意義は，原価計算の発展段階に応じて
変わってくる。原価計算が未成熟であったり，企業実務に定着していない段
階においては，実務面上での原価計算の導入あるいは定着のための指針とし
て，「基準」の役立ちが期待される。しかし，原価計算が既に定着し，確立し
ている段階では，「基準」の果たすべき役割ぱ変わってくる。つまり，経営管
理目的の要請に対して応えることができるような役立ちが「基準」に対して
求められる。したがって，それぞれの段階において変化するとはいえ，「基準」
の意義は認められるという
-
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とで あ る。
n. 「原価計算基準」の見直しの必要性1.
「基準」設定以来30年近くが経過しているということ。
「基準」の前文には，「……わが国現在の企業における原価計算の慣行のう
ちから，一般に公正妥当と認められるところを要約して設定されたものであ
る。……」 と述べられている。そこで，この文言から2 つの点が問題となっ
てくる。
第1 点は，わが国現在の時点が，昭和37年と平成4 年 とでは大きく違って
くるということである。
第2 点は，原価計算の慣行それ自体が，昭和37年と平成4 年とでは違って
きているということである。例えば，直接原価計算については，昭和37年当
時のわが国の企業における原価計算の慣行としては認められなかったかもし
れない。しかし。平成4 年のわが国の企業における原価計算の慣行としては，
認められるに至っているといえるのではないだろうか。「基準」の公表当時と
現在との企業における会計慣行あるいは原価計算慣行を比較した場合，果た
して財務会計と有機的に結び付いた原価計算制度だけが，わが国現在の企業
における原価計算の慣行なのであろうか。
「基準」第1 章2 では，「広い意味での原価の計算には，原価計算制度以外
に，経営の基本計画および予算編成における選択的事項の決定に必要な特殊
の原価たとえば差額原価，機会原価，付加原価等を，随時に統計的，技術的
に調査測定することも含まれる。しかしかかる特殊原価調査は，制度として
の原価計算の範囲外に属するものとして，この基準には含めない。」としてい
る。
しかし，「制度 としての原価計算」外で行われるものすべてが，特殊なもの
なのであろうか。現代 においては経常的に行なわれているもの もあるといえ
よう。「基準」設定当時には，すべてが特殊であったのかもしれないが，現代
においては，経常的に行なわれているものと随時的に行なわれているものの
両方があろう。
したがって，年数が経過しているということは，「基準」の見直しの必要性
として，重要な裏付けのひとつになり得る。2.
「基準」では，「制度としての原価計算」を対象としているということ。
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このこ とか ら生じ る， 見直 しの必 要性 があ る と思 われる問題点 がい くつか
上 げ られ る。
具 体的 には，以 下 に述べ る諸点 が上 げ られ よう。 。・
（1） 「基準」で は， 製品別計算 が中心 となっ てい る。 この こ とか ら， 管理
会 計的 要求 には十分 に応 え得 る もの になっ て いない。I で も前述 したよ うに，
原価 の費目別計 算ぱ原価計 算 にお け る第1 次 の計 算段階で あ り（「基準」第1
章9 ）， 部門 別計算ぱ原価計算 にお け る第2 次 の計算段 階で （「基準」 第2 章15
）,費目別計算お よび部門 部計算 は製品 別計 算 の前段階 として副次的 に扱 わ
れてい る。
溝 口一雄 教授が指摘 さ れてい るよう に,8）『… …音附i 男i』計 算の説明 もあ るが，
…… 製品別計 算が中心 となっ てい る。 この よ うに限ら れた原価 の説明で は，
原価管 理 は到 底十 分 には説明 さ れ得 ないであ ろ う。 このこ とは予算統 制機 能
につ い て もい える。 ……こ れらの点 は 『基 準』 にお け る不備 とい わなけ れば
ならな い。」。
同様 の指摘 は小林 哲夫 教授 もさ れてい る。小 林哲夫 教授は，「『基準』 にお
い ては， 原価 の費目別計算 や部門別 計 算を製品 別計算 の前段階 とみなし，製
品別計 算 にまで至 る原価計算 を完 結的 な原価計 算 と理解 し， 原価計算制度 は
この 意味での完 結的 な原価計 算であ る と規定 してい る色彩 が濃 い。」 とし て，
この場 合 には,「計 画目的 や原 価管理 目的 に対 して原価情報 を提供 す る という
原価 計 算は，原価計算制度 から除 か れて し まう結果 にな るこ とが多い。」とさ
れて い る。9)
原 価 の部門 別計算 の規定 に関 す る見解 とし ては， 佐藤進教授 も示 さ れてい
（2） より広 い範 囲の原価計算 を対象 として もよかっ たので ぱないか。 もち
ろ んこの問題 の検 討 に当たっ ては，「基準 」の「制度 としての原価計算」を ど
の よ うに解釈 す るか とい う問題 が存在 す る。 し かし， 常時 継続的 に行 なわ れ
てい る もの につ いては，対 象 とすべ きで ぱ なかっ たか。
例 えば,「基 準」で の直接原価計 算 の取 扱 いが不十分で あ る との指摘であ る。
この こ とに関 しては，批判 の多 い とこ ろで あ り， 直接原価計 算 を総合原価計
算 につ いてだ けで な く，個別 原価計 算 につ いて も容認 すべ きで はなかっ た か
とす る ものであ る。11)
直接 原価計算 の制度化 は，「基 準」設定 当時 で は，技術的 に も見送 られる理
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由はあったか もし れない。12)しかし，現在 に至っ ては，その制度化 を阻害す る
要因 は失 われて きてお り，学会で も取 り上 げ られてい るが13)直接 原価計算 は
実務 界で も広 く利 用さ れ， 制度 として企業 に定着 して きて い る。
また，「基準」 第1 章4 の巾 の2 で ぱ，「標準 原価計算制 度 にお いて用い ら
れ る標 準原価 は，現 実的標 準原価 又 は正 常原価で あ る。… …原価管理 のた め
に時 として理想標準 原価が用 い られるこ とがあ るが， かか る標準 原価 は， こ
の基 準 にい う制度 としての標 準 原価で は ない。」 としてい る。
財務会計 の立 場 からは，真 実 の原価 を規定 しよ う とするだ ろ うが，有 用性
とい う観点 か らは，達成可 能 な目標 原価 とか， 許容さ れ得 る期待 原価 といっ
た考 え方を， 制度 として導 入 す る可能性 を示 して もよかっ たので ぱないか。3.
用語が不適切 に使 われてい るこ と， 用語 の規定 につ いて説明不足 であ
るこ と，さ らに， 用語の規定 が不明確で あ るこ と。
剛 用語が不適切 に使 われてい る とい うこ と。
具体的 には， 例 えば， 次 のよ うな諸点 を上 げ るこ とがで きる。
（i） 第4 章で は，「原価差 異の算定 お よび分 析」となっ てい るが, 分析過程
につ いては何 も説明がなさ れてい ない。 分析 とい う用語は確 か に何箇所 かに
出 て きてはい る。例 えば次 の箇所で み ら れる。
「基 準」 第4 章封 「…… 原価差 異が生 ず る場 合 には， その大 きさを算定記
録 し， これを分 析 する。」，46 「標準 原価計 算制 度 にお いて生 ず る主要 な原価
差異 は， 材料受 入価額， 直接 材料 費， 直接 労務 費お よび製 造間接 費のおのお
の につ き， おお むね次 のよ うに算 定分析 す る。」,46 の（2）「直接 材料 費差異 と
は，標 準原価 によ る直接材料 費 と直接 材料費 の実際 発生額 との差 額を いい，
これを材料種 類別 に価格差 異 と数量差 異 とに分 析 す る。」46の（3）「直接 労務費
差 異 とは，標 準原価 によ る直接 労務 費 と直接 労務 費の実際発生 額 との差額 を
いい，こ れを部門別又ぱ作業種類別 に賃率差異 と作業時 間差異 とに分析 する。」，46
の（4）「製造 間接 費差異 とは， 製造 間接 費の標準 額 と実際 発生額 との差 額を
いい， 原則 とし て， 一定期 間 にお け る部門 間接 費差異 として算定 し， こ れを
能率差 異，操業 度差 異に適 当 に分析 す る。」,（傍点… …筆 者）とい うように使
われている。
こ れらの 箇所 で用 いられて いる「分析 」 とい う用語 は，「分 け る」 とい う意
味で 使 われてい る と解釈で きる。「基準 」 第4 章45 に，「実際 原価計算制度 に
お いて生ず る主要 な原価 差異 は, お お むね次 のよ うに分 けて算定 する。」（傍
36
点… …筆 者） とあ る「分 けて」 と同様の意味で 使 わ れてい る とい える。 しか
し，「分析」（analysis) とは，単 に「分 ける」（devide ） とい うこ ととは違 う
はずであ る。分析 過程 について言及していないので あ るから,「分離」（sepalation ）
あ るいは 「分類 」（classification） とすべ きで はなかっ た か。圀
（ii) 不適切 に使 われてい る用語 として，給付，補 助経営 部 門，同種 といっ
た用語 につ いて14) また直 接 費,固定 費につ いて丿 ）改 め ら れるべ きだ とす る見
解があ る。
（2）用語の規定 が 説明不足で あ る とい うこ と。
（i） 「基準 」第1 章3 で は，「原価計算制度 にお いて，原価 とは，経営 にお
け る一 定 の給付 にかか わらせて， ぱ握 さ れた財貨又 は用役 （以 下 これを 「財
貨」 とい う。） の消費 をレ 貨幣価値 的 に表 した もので あ る。」 と述べ られてい
る。
これに対 して，西滓脩教授 は，「……経済財 の獲 得又 は創造 に要 す る貨幣的
犠牲高 は， 価値 放棄 が現 金支 出 の形 を とる時 は簡 単で あ るが，場 合 によっ て
は現金支 出 の時期 を調節 す るた め，適 当な利 子率 を用 い て支出 を割 引又は現
価計算 した り， 貨幣 の購買力 の変化 を調節 す るため， 適 当 な価 格指数を使用
しなけ れば な らない。 この ような点 を考慮 す る場合 には， わが国 『原価計算
基準』 が， 単 に 『貨幣価値 的 に表 した もの』 とだ け規定 してい るのは簡単 に
すぎ る虞 があ る。」 とし，「基 準」 の説明 不足 を指摘 さ れてい る。16)
基本的 には，原価 は貨幣価値 的 に表 した もので なけ れば な らない。しかし，
西滓脩 教授 の指摘 も含 めて， より詳 し く説 明 して もよいで あ ろ う。
（ii） 「基 準」第1 章4 の（3）で は，販売 費お よび一 般管 理 費をプ ロダ クト・
コ スト とし て計 算 す るこ とがあ るとい うこ とに言及 はし てい る ものの， それ
だ けに止 まっ てい る。 より具体的 な説明 があ っ て もよいで あ ろ う／）
「基準」第2 章37 で は，販売 費および一般 管理 費 につい て，①形 態別分類，
②機能別分類, ③直接 費 と間接費, ④固定 費 と変動 費, ⑤管理 可能費 と管 理
不能費の5 つ の分 類基準 と名称 が示 さ れてい る。固定 費 と変動 費，管 理可能
費 と管理不 能費 につ いては， 説明文 がな く， 名称だ け しか示 さ れていない。
ところ が，「基準」 第1 章8 の製造原価要素 の分類で は, 「製 品 との関連 に
お ける分類」（販売 費お よび一般管理 費の直接 費 と間接 費 に相 当す る。）√8 の
（4）で は，「操 業 度 との関連 にお け る分 類」（販売 費お よび一 般管理 費の固定 費
と変動費 に相 当す る と思 われる。），8 の（5）で は，「原価 の管 理可 能性 に基づ く
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分類 」（販売 費お よび一般 管理費の管理 可能 費 と管理 不能 費に相 当す る。） と
なっ てい る。
このよ うな表 し方は， 販売費お よび一般管 理 費の要素 の分類 基準が製造原
価要 素の分 類基準 と同 じであ る と考 えよ とい う意味 なので あろ うか。 そうだ
とす ると， 販売費お よび一一般管理費 の固定 費 と変動 費 も操業度 による分類 と
い うこ とにな る。ところで，「操業 度」は↓「基準 」第2 章8 の（4）によ ると，「生
産 設備を一定 とした場合 におけ るその利 用度 」で あ る。 しかし，販売 費は販
売 数量等の尺度で分類 するから，厳 密 には，「基準 」で い う「操業 度」による
分類 とはい えない。
そこで，「操業 度」の説明の仕 方 を変 えてし まうか18)あ るいは，販売 費お よ
び一 般管 理費 の分類基 準 に， より親切 な説 明文 を加 えるべ きであ る。
（3） 用語の規 定が不明確で あ る とい うこ と。
例 えば， 予定 原価 が上 げ られよう。
「基 準」第1 章4 の巾 で は，「予定原価 とは，将 来 にお け る財貨の予定消費
量 と予定価格 とを もっ て計算 した原価 を言 う。」と述 べ られてい る。また，「原
価 は， その消 費量お よび価格 の算 定基準 を異 にす るにし たがっ て， 実際原価
と標 準原価 とに区 別 され る。」 としてい る。 さ らに，「標 準 原価制度 において
用 い られる標準 原価は， 現実的標準 原価又 は正 常原価で あ る。」 としなが ら，
「標 準原価 として， 実務上 予定原価 が意味 さ れ るこ とがあ る。」 とし てい る。
実際 原価 に対立 す る もの として標 準原価 があ り， 標準 原価 は現実的標準原
価 またぱ正 常原価であっ て，理 想標準原 価 は制度 か ら除 か れてい る。しかし，
予定 原価 は制 度上， 標準 原価 に含 め られるのか， また その位 置づ けは どうな
のか，不明確 な規定 に止 まっ てい る。4.
原価計算制 度の体系，あ るいは原価計 算制度 を分類 す る大枠 につ いて，
「基 準」で 示 さ れてい るものが最良 なのか とい う疑 問 が残 るとい うこ と。例
えば，以下 の よ うな諸点が上 げ られ る。
（i） 「基 準」で は，実際原価 と標準 原価 を対 置 してい るが，予算 原価，見
積原価 等を も含 めた規定が なされ るべ きで は なかっ たか。
（ii） 「基 準」第1 章2 で は，経営 の基 本計画 お よび予 算編成 にお け る選択
的事項 の決定 に必要 な特 殊の原価 を，特 殊 原価計算 調査 として制度外 に位置
づ け ている。 し かし， それらすべ てを特 殊 とし てし まうのは， 強引な規定で
はない か との疑 問が残 る。
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（iii） 「基準」第2 章20では，製品別計算の形態を単純総合原価計算，等級
別総合原価計算，組別総合原価計算，個別原価計算の4 つを示すに止まり，
個別原価計算については，「基準」第2 章31で説明されているが，総合原価計
算については， その基本形態に関して説明されていない。若干の説明があっ
てもよかったのではなかろうか。
（iV） 直接原価計算を制度として昇格させる,あるいは直接原価計算の位置
づけをより明確に，現代にあった規定とするためにも，「基準」の構成を見直
すべきではなかろうか。 ／
例えば，岡本清教授は2 つの案を示されている漕
そのひとつぱ，全部原価計算制度と直接原価計算制度に分け， それぞれを
実際原価計算制度と標準原価計算制度に分けるという構成の仕方であるj1）
もうひとつは，代表的な原価計算制度を並べるという意味で，全部実際原
価計算制度，全部標準原価計算制度，ならびに直接標準原価計算制度という
構成である。
Ⅲ。「原価計算基準」の改訂あるいは新設の方向
「基準」見直しの必要性があるという点では，IIで要約したように，一般
的合意が得られる，あ るいは得られているとみてよかろう。また，I で まと
めたように，その大前提 として,「基準」の意義を認めることはいうまで もない。
見直しの必要性があ るということになると，次の段階で考えられなければ
ならないことは，「基準」の改訂あるいは新設の方向についての考察と，その
可能性についての検討である。もしも，可能性がないということになると，「基
準」の見直しは必要であるが，改訂の可能性がないので，現行「基準」はそ
のままということにもなるかもしれないし，また，可能性があるということ
になると，「基準」の見直しが必要であり，かつ改訂の可能性もあるというこ
とで，積極的な「基準」の見直しあるいは改訂をすすめることにもなろう。
そこで，本章では「基準」の改訂の方向について考察し，改訂あるいは新
設の可能性を探ることをねらいとする。
「基準」の改訂あるいは新設に向けて，「基準」がいかなる性格のものとし
て理解されるかということが重要となる。「基準」が財務会計基準 として止ま
るものなのか,管理会計基準としての性格をも有するものなのか，それによっ
て，改訂の仕方も変わってくるからである。
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例 えば，現行 「基準」の改訂 に止 めるべきなの か，あ るい は，現 行「基 準」
とぱ別個 の 「基 準」 を設け るべ きなのか という こ とに な る。
しかし，「基 準」の性 格 に関 しては一致 した見解があ るわけで は な く，い く
つかの理 解があ るか と思 われる。例 えば，
第1 は外 部報告 目的 の基準であ る。
第2 は内 部報 告 目的 の基準であ る。
第3 は外部報 告 目的 と内 部報告 目的 とを調整 した基 準 であ る。
以上3 つ の立 場 に立 った見解が示 されて きた。22)
「基準」 の性 格 を， 外部報 告目的 と内部報告 目的 とを調 整 した もの と解 す
る場合，改 訂 の方向性 を考 える立 場 としては3 つ あろ う。
第1 は，「基 準」の性格 を上記 の ように考 えるこ とか ら，こ れ以 上 の調整 ぱ
望 めない とす る立場で あ る。
第2 は， 同様 に 「基 準」 の性格 を考 えるため に， よ り外部報 告 目的 を強調
すべ きで あ る とす る立 場であ る。
第3 は， 同様 に「基準」 の性格 を考 えるた め に， よ り内部報 告 目的 を強調
すべ きであ る とす る立場で あ る。23)
第2 の立場， つ ま り， より外部報告目的を強調 す べ き立場 か らは，狭義 の
制 度原価計算 基準 を設定 す るとい う改訂の方向 が考 え られ る。に れを1 の形
態 とする。）
第T1の立場, つ まり，こ れ以上 の調整 は望 めない とす る立 場 か らは，「基準」
の 実質的な踏 襲 とい う方向が考 えられる。 に れを2 の形 態 とす る。）
第3 の立場， つ まり， より内部報告 目的 を強調 すべ きで あ る とす る立場 か
らは，広義 の制度 原価計 算基 準 に れを3 の形 態 とす る。）， 経営 原価計算基
準 に れを4 の形 態 とす る。）， 管理会計原価計算 基準 に れを5 の形態 とす
る。） といった 方向 が考 えられる。
こ うした類 型化 をす るうえで，上 述の ような区分 は， 例 えば ひ とつの手掛
か り と考 える。24)よっ て，5 つの形 態をさ らに要約整 理 し，私見 を述べ ていく。1.
外部報告 目的 の財務諸表作成援助 のた めの，狭 義 の制 度原価計 算基準
を設定す る場合。（狭義 の制度原価計 算基 準，い わば, 制度会 計 原価計算基準）
この形 態は， 原価計算基準 の対 象領域 を，外 部報告 の た めの財務 諸表作成
援 助の制度原 価計 算 に限定 す る場合で， 財務会計 原価 計算基 準 とで もい うべ
き ものであ る。
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この形 態の基準 のあ り方 として， どの ように設定 さ れるべ きか を考 える場
合，現行 「基 準」 の問題 点 が解決 され るような ものを考 えていか ねばな らな
い。 そこで，「基準」の問題点 の い くつ かを取 り上 げ， その解決 に役立 つ財務
会 計 原価計 算基準 を浮 き彫 りにし てい きた い。
「基 準」第1 章3 で は，原価 の概 念 を，「原価計算 制度 にお い て，原価 とは，
経営 にお け る一定 の給付 にかか わらせて, は握 さ れた財貨又 は用役 の消費 を，
貨幣価値的 に表 わした もので あ る。」とし，原価計算制度 にお け る原価 の規定
か ら始 めてい る。さ らに，原価 は，「経済価値 の消費で あ る。…… 経営 過程 に
お ける価値 の消費 を意味 」（「基準 」3 の巾 ）し，「経営 にお いて作 り出 さ れた
一 定 の給付 に転嫁 され る価値で あ り， その給付 にかか わらせ て， は握 さ れた
もの」（「基 準」3 の（2））で，「経営 目的 に関連 した もの」（「基 準」3 の（3） で
あ り,「正 常的 な もの」（「基 準」3 の（4））であ るとして い る。
しかし， 原価が給付 にかか わ らせ て把握 さ れた もので あ る とす るならば，
短期 的に成果 を定量化 す るこ とが困難 で あ る研究開発や福利 厚生 につ いては，
その原価算定 は認 め られないので あろ うか。
こうした 原価 算定 は， 企業 内部 にお いて も， あ るいは企業 外部 の利 害関係
者 に とっ て も， 重要 な関 心事で あ るこ とはい うまで もない。
また， 原価 が正 常的 な もので あ る とい うならば， 原価管 理が成 り立 だな く
なっ て し まっ う。原価管理で 問題 とな るのは，原価 の異常発生部分 であ っ て，
原価 がすべ て正 常な もので あ るな らば，原 価管 理 に役立つ ような原価 とい う
ものは， 存在 しな くなっ て し まう。
原価の本質 として, 原価 が給付 にかか わらせて把握 さ れた もので あ るこ と，
お よび， 正常 な状 態の も とにお け る経営活動 を前提 として把握 された価値 の
消 費で あ るこ とは， 経営 原価 の一般 概念で は ない。 そうした考 え方 は， 制度
会計 目的か ら要求 さ れ る もので あ る。
したがっ て，「基準」にお け る原価 の概 念規定 は，経営 原価の一般 概念で は
ない とい うこ とを明 らか にす る必要 があ る。 その こ とか らも， まず， 経営原
価 の一 般的概念 を規定 す るこ とか ら始 め られるべ きであ ろ う。25)
「基準」で の製造原価 要 素の分類 基準で ぱ， 問題 とさ れる箇所 がい くつ か
あ るが， 財務会 計原価計 算基準 を設定 す る場 合， とくに注意さ れ るべ き点 を
検 討 してみ る。 ’
「基準 」第2 章8 で は，「原 価要 素は，製造原価要素 と販売 費お よび一般管
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理費の要 素に分類 す る。」 こ とを， 分類 の第1 段 階 とし てい る。「基準」10 で
は， 原価計算 におけ る第1 次 の計算段 階で あ る，原価 の費 目別計 算 におけ る
原価要素 の分類 につ いて，「原価 要 素を，原則 として，形 態別分 類 を基礎 とし，
これを直接費 と間接 費 とに大別 し, さ らに， 必要 に応 じ機 能別分類 を加味 し
て」分類 する としてい る。
つ まり， 分類 の第1 段 階 として， 経営 原価 を主 要職能 領域別 に分 類 し， 次
の段 階 として，形 態別 分類 を行 な うこ とを求 めてい る。制度会計 目的 か らは，
分類 に対 す るこれ以上 の要 請 はな いのか もし れないが， 状況 判断 や意思決 定
上 ，必要 とさ れる原価情 報 は，「基 準」の示 す分類計 算機 構 か らは，容易 に得
られ るとは思 えない。 もちろ ん， そうした原価 情報 も， 制度 的 な原価計算機
構 と結びついた もので あ るこ とが望 ましい。
そこで， 経営 原価 の基本的分 類形 態 に対 す る諸要請 を考慮 に入 れ， 原価 要
素の把握 がなさ れ るべ きで あ るが,「原価要 素の把握 が, 第1 次的 に,形 態別 ・
主要経営職 能領域別あ るいは形 態別 ・機 能別 ・主 要経営 職能 領域別 の いず れ
について も可能で あ るように多元 的構造 に設計 さ れる必要 があ る。」とする考
え方 もあろ う。26）販売 費お よび一般 管理費の分類 について も,「最小限,形 態別・
機 能別・業 務区分 別 のいず れ に も， 第1 次 的分類 が可 能 なよう に設計 さ れ る
べ きであ る。」 ともい え る。27)
販売費お よび一 般管理 費 の分類 も，II で 前述 したよ うに， けっ して適切 な
分類 だ とはい えない。「基準 」 第2 章37 で は,（1）形 態別分類, （2）機 能別分類，
（3）直接費 と間接 費,バ4 ）固 定費 と変動 費,（5）管 理可能費 と管 理不 能費 とに分類
しているが， 制度会 計 目的だ けを考 える場合 には， 必要 の ない分類 が含 まれ
てい る。 また，管 理会計 目的 か らす る と， 製品系 列別， 販売地域 別，事業 分
野別等 といっ た業務 区分 別の分類 が述 べ られてお らず， 不十 分 な分類で あ る
といえる。 。
狭義原価 計算基準 にお い て も， 経営 原価計 算の原価要 素の分類 と， 制度会
計 目的の分類 との関 連 を示 す必要 はあ ろ う。同 様 に，経営 原価計 算で の種 々
の計 算対 象単位 の うちの ひ とつ が， 制 度会計 目的 の製品 原価であ る とい うこ
と も，述 べ る必要 があ る。 こうし たこ とは， 制度会計 目的 の制度 原価計 算 と
経営 原価計算 の関連 を明確 にす るための もので あっ て， 制度 会計 目的 の制度
原価 計算 の位 置づ けを明 らか にす るもので あ る。
し たがっ て， 制度会 計 目的の 原価計 算を規定す る部分で は， 管 理会 計 目的
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の原価計算だけに必要とされる手続についてぱ記述する必要はない。そうで
ないと，狭義原価計算基準として，あいまいな性格のものになる惧れがある
からである。28)
狭義の制度原価計算基準を設定する場合，直接原価計算をどう取扱うかと
いう問題がある。
「基準」第2 章30では，「総合原価計算において，必要ある場合には，一期
間における製造費用のうち，変動直接費および変動間接費のみを部門に集計
して部門費を計算し，これに期首仕掛品を加えて完成品 と期末仕掛品とにあ
ん分して製品の直接原価を計算し,固定費を製品に集計しないことができる。
この場合，会計年度末においては，当該会計期間に発生した固定費額は，こ
れを期末の仕掛品および製品と当年度の売上品とに配賦する。」 としている。
つまり，直接原価計算を総合原価計算における適用だけを認め，その場合
についての規定をしている。 そこでは，少なくとも，期末に固定費額の調整
を行なわない場合には，直接原価計算ぱ制度会計目的には適合性をもかない
ことになっている。逆にいえば，制度会計目的に対して適合的な期末原価差
額の調整が可能であれば，直接原価計算は制度 とみられるとも解釈できる。
例えば，次の方式によれば，直接原価計算の制度化も考えられる。
すなわち，例えば「事前段階で，予定製品原価を，直接原価計算基準と併
せて全部原価計算基準でも算定して，後者を用いて，期末原価差額の調整を
行なう方式……事前に予定全部製品原価をも算定して，期末原価差額の調整
に役立てる方法をとる等の場合，直接原価計算が経常的に行なわれ， それが
制度会計に結び付く限り，これを狭義の原価計算制度に含めることができ……
狭義制度基準の対象だりえよう。」といえる。29)
財務会計原価計算基準に直接原価計算を含めるとして;io）原価計算制度を分
類すると，製造原価が事前計算されるかどうかを基準とした場合，予定原価
計算制度と実際原価計算制度に分けられる。さらに，製品原イ面計算での原価
集計範囲を基準として，全部原価計算制度と直接原価計算制度（期末に固定
費調整を行なう）とに分けられる。これらの体系に従えば，基本的には，例
えば，次の4 つにまとめられるノ）
①予定全部原価計算制度
②予定直接原価計算制度（期末に固定費調整を行なう。）
③実際全部原価計算制度
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④実際直接原価計算 制度 （期 末 に固定費調 整 を行 な う。）
②予定直接 原価計 算制度 は，期 間利益 計 画へ の役立 ちを主 た る機 能 とす る
直接 原価計算 としては有用 な もので あ る。 ④ 実際直接 原価計算 制度 は，期 間
利益 計画への役立 ち としては， 本来 的で ぱな いが， 製 品原価計 算の簡明性等
の意味 から， その役 立 ちが考 えら れよう。 ② を基 本 としなが ら， ① も算定 し
た り, ④ を基 本 としなが ら③ も算 定す る とい うこ とも考 えられよう。 ①か ら
④を対象 とす るに際 して， まず， 予 定原価 と実際 原価， さ らに， 全部原価 と
直接 原価の概念 を的確 に規定 しておか なけ れば な らない。そし て，「基準」に
み られ る詳細 に過ぎ る と思 われ る不必要 な規定 は，除 い て，最 低限 の製品原
価 計算手続 きを規定すべ きであ る。
狭 義 の制度 原価計 算基準 を設定 しよ う とす る場合， 前述 した よ うに，経営
原価計算 の一環 としての制度会計 目的 の原価計 算 の位 置づ け とあ り方を明 ら
か にし，制度会 計目的 の原価計算基準 の中で ， 経営 原価計 算の構想 が示 され
るこ とで，管 理会 計目的 と財務会 計 目的 との 諸関連 原価概 念の相 異，計算手
続 の相 異につ いて， 広 く一般 に知 らしめ る啓蒙 的 意味 も含 めて， まず，経営
原価計算全体 か らみた基本的 な諸原価概念， お よび， 原価 計算手続等 の概要
につい て記述 すべ きであ る。 その次 に， 制度会 計 の要求 す る原価情報 の提供
を適正 に行 な うた めに必要 な諸原価概 念 と原 価計算 手続等 の規定 をすべ きで
あ る。32）
狭義 の原価計 算基準 に対 しては，肯定 的 な見解 と丿 ）否定 的 な見解 とがあ る
が34) これ まで述 べ て来 た ような仕 方 によれば, 実現 の可 能性 はあ るので はな
かろ うか。2.
現行 の 「基準」 を実質上，踏 襲 す る場 合。
「基準」 の部分的 な改 訂を行な うとし て も， 実質 的 には それを踏 襲す る と
いう形 態であ る。
この形態 ぱ,1 の形 態， つ まり狭義 の制度 原価計 算基 準 と,3 の形 態， つ
まり広義 の制 度原価計 算基準 との 間に位置づ け られ る性 格 の もので あ る。 こ
うした性格 は,1 の形態 と3 の形 態 との中間 的性格 であっ て，「現 行の『基準 』
の基本的特質であ る。この点は長所であ るとと もに短 所で もあ る。」35)といえる。
確 か に，「基 準」の もつ管理会 計 目的の原 価計 算 に対 す る弾力性 を もたせた
規定 の仕方 は36 ）長所で もあ り短所 で もあ る とい え るか もしれない。 しかし，
短 所 としての性 格 の方 が強い と考 えられ る。 この形 態の改訂 の方向 につ いて
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は，実施の可能性があるといえるかもしれないが,II で まとめたように，「基
準」の見直しの必要性からいって，消極的な改訂の方向であり，望ましいも
のではないといえよう。37)3.
広義の制度原価計算基準を設定する場合。（財務会計機構 と直接的・間
接的な結びつきをもって行なわれる，経常的な原価計算を対象とする。）
広義の制度原価計算基準の対象領域は,外部報告目的 と直接的に結びつく，
経常的に行なわれる製品原価計算と，製品原価計算段階では財務会計と直接
的には結びつかない（例えば，要素別計算や部門別計算で，間接的には結び
つく）経常的な原価計算とである。前者は1 の形態（狭義の制度原価計算基
準）での対象である。したがって，広義の制度原価計算基準によれば，狭義
の制度原価計算基準はその一部を対象とする部分的な基準ということになる。
この形態を とった場合，いくつかの点において，説明を要するであろう。
具体的には，制度会計目的の製品原価計算と管理会計目的の責任区分別原価
計算との関係について√また，管理会計目的の月次計算 と財務会計目的の月
次計算の関係等についてである。 それらに関して，間接的な結びつきを説明
する必要がある。 そうすることで，広義の制度原価計算を対象としているこ
との裏づけがで き，「基準」に比べて，より管理会計目的に関する規定が可能
となるであろう。
そこで,広義の制度原価計算をどのように類型化したらよいのであろうか。
この点について，例えば，以下のような3 つの分類ができよう。;)8)
① 伝統的な実際または予定（見積・標準・予算）全部原価計算だけを対
象とする場合。に れぱ，貢献利益方式の期間損益計算が, 外部報告目的上は，-
…搬jβ勺4ゴZ められておらず，管理会計目的からも，実際または予定直接原価
計算が制度的に行なわれるほどには，経営管理上の有効性はないと考えた場
合の類型といえる。）
② 伝統的な全部原価計算と直接原価計算とを併用する場合。
に れは，直接原価計算 と製品原価計算とが，要素別計算等において，原価
資料を共通に利用する等の間接的な結びっ きがあれば，直接原価計算を経常
的に行なうべきであると考えた場合の類型といえる。）
③ 外部報告にも貢献利益方式をとり，直接原価計算基準での製品原価を
財務会計機構に組み込む場合である。
以上の3 つの類型においては, ②が望 ましいと思われるが,3 つのうちい
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ず れを選択 して もよい とす るの も， ひ とつ の方法で あろ う。
管 理会計 目的 と財務会 計 目的 の制 度原価計 算 につい て， 直接 的 ・間接 的 な
かか わりを まず述べ， その次 に， それぞ れについ で規定 す るとい う仕 方 を と
る とすれば， 実施可能性 のあ る改訂 の方向 とい えよう。39）4.
経営 原価計算基準 を設 定す る場 合。
管 理会計 目的 と財務会計 目的 の両 方 につ い ての総合的 な原価 計算基準で あ
る。この形 態は，「基準」 とい う ものが経営 にお ける原価計算 全体 に関 す る規
定 を すべ きであ る とす る立 場 か らは,望 ましい改訂 の方向で あ る とい えよう。
したがっ て， そこで経営 原価計 算 につ いての全般 的な規定 がなさ れ るべ き
であ り40)経営原価の一般概念 や各主 要目的 に関連の強い原価概念 につ い ての
説 明がなされなけ れば な らな い。
また，臨時的 な原価計算 ・分析 も含 めるこ とにな るので， 管理会 計 目的 と
財務会計 目的 との調 整を しなが ら， 基 本的 な計算手 続を規 定 す るこ とになろ
う。
さ らに， 管理会計 目的 と財務会計 目的 との両方 に関 す る総合的 な原価計算
基 準 というこ とか らは， 財務会 計 目的 に対 す る詳細 な説明 （現行 「基 準」 の
製品別計算 につ いての詳細 な計算手 続 に対 し て）や，管理会 計 目的 に対 す る
詳 し過ぎるような説明に偏 るこ とな く，両 方の 目的 に対 す る基 本的 な規定 を
す る方が望 ましい とい えよ う。
経営原価計 算 の台頭 とし ては，1980 年5 月 に発表 された「経営原価計 算実
施 要領」の中間報告 と,41）その 仮案 が1982 年5 月 に発表 されてい る。42)
経営原価計 算を体系的 に ま とめ，示 すこ とぱ， 実務 にお け る指 針 とな り，
実務 の向上 に もな る。 しか し， その体系 を どの ように まとめ るか とな る と，
統一 の見解 はない。
この形 態の改 訂の方向 ぱ,「基 準」の もつ財務会計基準 としての性格 か らぱ，
現 実的 には実施 可能性が 高い とは い えな いが，望 ましい改訂 の方向であ る と
い えよう。5.
管理会計 原価計算基 準 を設定 す る場合。
この場合，現 行 「基 準」 との 関係 にお いて，大 きく分 けて2 つ の考 え方 が
で きよう。
つ まり，第1 にぱ，「基 準」の中 に管 理会計 原価計算基準 を設定す る場合 が
考 えられよう。 これは，「基 準」で は扱 わ れて いない部分，お よび説明が不十
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分であると思われる部分について規定するもので，「基準」を補正する基準と
して位置づけられる。
第2 は，「基準」の中に設定するのでぱなく，「基準」とは別に，管理会計
目的のための総合的な原価計算基準を設定する場合である。
これら2 つは，「基準」に組入れるか入れないかという点でぱ異なるが，ど
ちらも管理会計原価計算基準であるという点では同じである。43)
第1 の「基準」に組入れる管理会計原価計算基準では，「基準」との関連を
明確にするために，まず，経営原価計算全体について全般的に規定すること
が必要であり，「基準」との重複部分はできるだけ除くことが必要である。
第2 の「基準」に組入れない管理会計原価計算基準では，実践規範 として
の役立ちを考えると，「基準」との関係を明らかにするために経営原価計算全
体について全般的に規定することから始められるべきである。しかし,「基準」
との重複は少なからず免れまい。
第1 の「基準」に組入れる管理会計原価計算基準は，「基準」のもつ企業会
計原則の一環を成す実践規範 としての性格を重視する場合には44）妥当性をも
つ形態である。
一方，第2 の「基準」に組入れない管理会計原価計算基準は，「基準」を財
務会計基準として鈍化させるべきだとする場合には,45）妥当性をもつ形態であ
る。
管理会計原価計算基準を設定する場合， その体系をどのようにまとめるか
の検討は別の機会に譲るが，例えば次のような体系がある。1980
年に，企業経営協会の経営原価計算実施要領作成委員会による「経営
原価計算実施要領」の中間報告が発表されたが， そこでは次のように章立て
されている。46)
第1 ］章l マネジメントのための原価計算
第2 章 経営原価計算の目的・概念
第3 章 経営原価計算のシステム形成
第4 章 原価計画
第5 章 原価統制
第6 章 原価報告
第7 章 責任会計
第8 章 原価管理と生産管理
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第9 章 マ ネ ジメント・サ イエ ン ス
第10章 標準 原価計算
第11章 特 殊 原価調査
第12章 直接 原イ而計算
第13章 原価情報
また， 青木茂 男 教授は， 経営原価計算 の領域 とテー マの ま とめをし, すこすこ
き台であ り試案 であ る とはされてい るものの， 体系 的 に集約 さ れてい るので
参考 となろ う。47)
管 理会 計原価 計算基準 ぱ， 前述 した ように2 つ の形 態 が考 えられるが， ど
ちらの場 合で も「基 準」との関係 を示 すた めに，「基 準」の改訂 は必要 となっ
て こ よう。48)両者 の形 態 は有用性 もあ り， 実施可 能性 もあ る と思 われる。
以上，「基準」 の改訂あ るい は新 設の方向 につ いて， 要約整 理 してきたが，
どの形態 を採 用 す るにして も，共 通して考 え るべ き点 がい くつ かあ る。例 え
ば以下の よ うな 諸点 であ る。1
） 「基準 」 の改 訂あ るいは新 設に当たっ ては， 計算 の精緻 化 と簡便 さの
両方を考慮 して，つ まり，「基準」の規定 に従 う対 象者 の幅 を限定 す るこ とな
く（例 えば，大 企業 だ け にしか適用さ れ得 ない ような計 算手法），各手法 を規
定 しなけ れば な らない とい うこ とざ ）2
） 「基 準」 の改 訂あ るいは新設 に当 たっ て， その主 体を大蔵 省 とす るの
か， あ るいは大蔵 省以外 に求 めるのか というこ と。 大蔵 省を離 れるべ きだ と
する見解 もあ るが50)証券業 界 との関係 において存 在意義 を示 すよ りも,「基準」
の改訂あ るい は新 設 に取 り組む こ とで存在意義 を示 す方 が， 大蔵 省の機能 と
してぱ本来的 であ るし， 大蔵 省 に期 待した い ところで あ る。3)
「基準 」 の改訂あ るいぱ新 設 に当たっ て， 原価計 算 の基礎 をなす もの
として， 原価計 算 の一般 原則 につい ても研 究 がなさ れ るべ きで あ る というこ
と。51）4
） 現在， 世 界的 に環境問題 が叫 ば れ，企業 も環境 問題 を考 え るべ き時代
で あ り，社会 原 価 も含 めた原価 の規定 が，「基 準」で もな され るべ きで あ る と
い うこ と。52）
以上の他 に も注意点 はあろ うが， 改訂あ るいは新 設 に当っ ては， それらに
つ いて十 分 に考慮 した うえで， 改訂あ るいは新 設が行 な われなけ れば ならな
い と考 える。
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おわりに
本稿では，「基準」の特徴についての要約と意義の容認をして，「基準」の
見直しの必要性があることを確認した。 それを受けて，「基準」の改訂あるい
は新設の方向を探った。Ill
で前述したように，「基準」の性格を外部報告目的と内部報告目的とを調
整した基準であると解すると，改訂あるいは新設の方向性を考える立場 とし
ては3 つあろう。 。，
第1 は，「基準」の性格を上記のように考えることから，これ以上の調整は
望めないとする立場である。
第2 は，同様に「基準」の性格を考えるために，より外部報告目的を強調
すべきであるとする立場である。
第3 は，同様に「基準」の性格を考えるために，より内部報告目的を強調
すべきであるとする立場である。
以上の3 つの立場が考えられる。 それぞれの立場から，改訂あるいは新設
の方向が導き出される。
しかし，有用性 という点からは，第3 の立場に立つべきであり， もしもそ
れが無理であれば，第2 の立場に立つべきである。 また，第2, 第3 の両方
の立場に立つとすれば，「基準」の改訂 と同時に，別に内部報告目的の基準を
新設するということも考えられよう。
したがって，有用性という点からは，第1 の立場は最も望ましくない立場
であるIといえる。
有肝陸とは別に，経済的実施可能性 という観点からは，第1 の立場が最も
可能性が高いといえる。次に第2 の立場, 最後に第3 の立場という順になる。
改訂あるいは新設の検討に当たっては，有計陛という点からと，経済的実
施可能性という観点からの，両方から検討することが必要である。 そこで，
まず有肝|生という点から，望 ましい順に改訂あるいは新設の形態を整理して
みると，以下のような順になると考える。1
）4 の形態。
つまり，経営原価計算基準を設定する場合。2
）5 の形態の第1 。
つまり，現行「基準よを補正する基準として，「基準」の中に管理会計原価
計算基準を組入れて設定する場合。
「原価計算基準」の改訂あるいは新設の方向493
）1 の形 態 と5 の形態 の 第2 。
つ まり，狭義 の制度原価計 算基 準 と，「基 準」には組入 れない別個 の管 理会
計 原価計算基準 とを合 わせて 設定 す る場合。4
）3 の形 態 と5 の形 態の 第2 。
つ まり，広義 の制度原価計 算基 準 と，「基 準」には組入 れない別個 の管 理会
計 原価計算基準 とを合 わせて 設定 す る場合。5
）3 の形 態。
つ まり， 広義 の制度原価計 算基 準 を設定 す る場 合。6
）1 の形 態。
つ まり，狭義 の制度原価計 算基 準 を設定 す る場 合。7
）2 の形 態。
つ まり， 現行 「基 準」 を実質上， 踏襲 す る場合。
以上の ような順 にな るので は なかろ うか。
したがっ て，最 も望 ましいの は4 の形 態で あ り,53）望 まし くな いの は2 の形
態 というこ とにな る。3 ）1 の形 態 と5 の形 態 の第2,4)3 の形 態 と5 の形 態
の 第2 の場合， こ れらどち らの場合で も，5 の形 態の第2 に実践 規範 として
の性格を もた せるための配慮 が必要 となっ て くる。 そこで，例 えば次 の よう
な配慮の仕方が考 えられる。
つ まり，1 の形 態 （狭義 の制度 原価計 算基準）あ るい は3 の形 態 （広義 の
制度原価計算基準）の末 文 に，「本基 準で は財務会計上 の かか わりか ら，制度
としての原価計算 につい て言 及 した にすぎず， 時代 の変 化 と管理会 計的思 考
に基づ く原価計算 につ いて も整 理 す る必要 を認 め る。 し たがっ て， それ らに
つ い ては，本基 準 と同等 に実践 規範 としての『第2 基準 』（管理会 計原価 計 算
基 準）において規定 さ れてい るので， それを参照 されたい。」とい うよ うな文
言を付け加 えるこ とが考 えら れよう。
次 に， 経済 的実施可 能性 とい う観点 か ら， 可能性 の高 い順 に，改 訂あ るい
は新 設の形 態を整理 してみ る とどうな るで あ ろ うか。例 えば次 のよ うな順 に
な る と考えら れよう
○1
）2 の形 態
つ まり，現 行 「基準」 を実質上， 踏 襲 す る場合。2
）1 の形 態。
つ まり，狭義 の制度原価計 算基 準 を設定 す る場合。
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3）3 の形 態。
つ まり， 広義 の制度原価計 算基 準 を設定 す る場 合。4
）5 の形 態 の第2 ．
つ まり，「基 準」には組入 れない別個 の管理会計 原価 計算基 準 を設定す る場
合。5
）5 の形 態 の第1 。
つ まり，現 行「基 準」を補正 す る基準 として，「基 準」の 中 に管理会計原価
計算基準 を組入 れて設定 す る場合。6
）
（i）1 の形 態 と5 の形 態の第2 ．
つ まり, 狭 義 の制度原価計算基準 と，「基準」には組 入 れな い別個 の管理会
計 原価 計算基 準 とを合 わせ て設定 す る場合。
（ii)3 の形 態 と5 の形態 の第2 。
つ まり，広義 の制度原価計算基 準 と，「基 準」には組 入 れない別個 の管理会
計原価計 算基準 とを合 わせて設定 す る場合。7
）4 の形 態。
つ まり， 経営 原価計 算基準 を設定す る場合。
ここで，1 ）に2 の形 態を上 げたのは， 現行 「基準」 を 実質上 ，踏 襲す るの
であ るか ら， 最 も可 能性 が高い と考 えたか らで あ る。2)
と3）に， それぞれ1 の形 態，3 の形態 を上 げた のは，広 義 よ りも狭義 の
制度原価計 算基 準 を設定す る方が， 設定 し易 い と考 えた からで あ る。4)
と5）に， それぞれ5 の形 態の第2 と5 の形 態の 第1 を上 げ たのは，管理
関係 原価計 算基準 を「基準」 に組入 れない方が， 組 入 れる場 合 よ りも，基準
を設定 す るうぇで の煩雑 さがよ り少ないで あろ う と考 えた から であ る。6
）に（i)と（ii）を並べて上 げたが，厳密 には（ii）の方 が手 数が かかるか もしれ
ないが,6 ）と7）に分 けて順位づ けをす るほ どには差 が ない と考 えた。そこで，
（i）と（ii）とした。7
）を4 の形 態 としたのは， 設定 する際 に，十 分 な討議 と考察 を した うぇで
一般 的 合意， 共 通 の認識を得 るにぱ，最 も慎 重 にな らなけ れば な らないし，
理論的 には認 め られ るとして も，「基準 」の法 的慣 行 とい う側面 から，一般 に
公正妥当 と認 め られ るには，最 もむずかしい と思 われるか らであ る。
有用性 とい う観 点 か ら， さ らに， 経済的 実施 可能性 の観 点 か ら順位づ けを
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してきたが，結論的にいえば，次のようになろう。
まず，狭義の制度原価計算基準，あるいは広義の制度原価計算基準の設定
を目指すべきであろう。54）その次の段階として,狭義の制度原価計算基準と，「基
準」には組入れない別個の管理会計原価計算基準 とを合わせて設定するか，
あるいは広義の制度原価計算基準と，「基準」には組入れない別個の管理会計
原価計算基準とを合わせて設定すべきであろう。または，現行の「基準」を
補正する基準 として，「基準」の中に管理会計原価計算基準を組入れて設定す
る方が，改訂上の煩雑さが少ないと判断されれば， その方が望 ましい。さら
に，最終的には，経営原価計算基準が設定されるべきだと考える。
〈補注〉
『経営研究所論 集』（東 洋大学）, 第15 号,1992 年2 月刊行予 定で は，「基準 」の見
直しの必要性 につ い て考 察 した。それを補足整理 する形 を とっ て，本稿 で は「基準 」
の意義 と見直 しの必要性 の確 認 を した。
〈注〉
田 黒滓清稿「原価基 準総 論「第1 章 原価計算 の目的 と原価 計算 の一般 的基 準」」，
『企業会計J,Vol.14,No.15,1962 年11 月増刊号,21 －34 頁。
（2） 岡本清編著 『原 価計算基 準 の研 究』， 国元書房,1981 年,125 －126 頁。
（3） 中島省吾 教授 は，「基 準」の企業 会計 原則の一環 としての 性格 が窺 える箇所 と
して，「基準」 第1 章 の1,2,3,4,6, 第2 章 の 第5 節丿 第3 章 の40, 第5
章等を上 げ ら れてい る（中島 省吾稿「原価計算基準 の性 格 規定」，『企業 会計』，Vol.15,No.1,1963
年1 月,55 －56 頁。)。
（4） 「基準」の特 徴 につ い て， 本稿で 示 した点以外の もの として は，例 えば，安
達和夫教授 ぱ,「販売 費お よび一 般管理費 の計 算 につい て簡 単な規 定 に止 め てい
ること。」（「基準 」第2 章38, 「販売 費お よび一般管理費 は，原則 として，形 態
別分類を基礎 とし，こ れを直接 費 と間接 費 とに大別 し, さ らに必要 に応 じ機能
別分類を加味 して分類 し，一定期 間の発生額 を計算 す る。」），「『基 準』の 全体的
記述が，『制度 原価計算J の諸関連概 念および手続 きの規定 を中 心 としてお り，
経営で の原価計算 全体 に かか わる規定 は『原価計算の目的 』だ けで あ るこ と。」
等を上げ ら れてい るが，これ らの点 は見直 しの必要性 が と くに認 め られ る点で
あ るといえよ う（安 達和夫稿「『原価計算基準』の改訂 につ い て」，『企業 会計』，Vol.33,No.7,1981
年7 月,15 頁。）。
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(5) 佐藤進 教授 は，「基準」設定 の目的 として，「社会 全体 の観点 か ら諸利害 関係
者間の利害 の調整 をはかり，諸法 規 との調整 をはか り，社会的 に公正妥当 と認
め られるよ うな原価および原価計算 を規定 す るこ とが望 まれる。」とされてい る
（佐 藤進稿 「『原価計算基 準』の考察 そのTL 」，『原価計 算』,No.199,1977 年1
月,5 頁。）。
（6） 辻 厚生教授 は，「基準」の意義 を次 の2 つで あ るとさ れてい る。す なわち，「一
は原 価差額 の会計 処理で あ り，二 は標 準原価 を基軸 とす る労務管理 の展開であ
る。後者 は，標準 原イ曲が経営 管 理の二側 面 を構 成 する財務管 理 （利 益管 理 に直
結す る予算） と労務管理 （T賃金 制度 と管 理組織 による労働 の管理）を有機的 に
結ぶ 重大 な環 としての役割 を果 た す もの とし て決定的 な意義 を もっ てお り，『基
準』は一 応 この制度化 を遂行 した ところに現 実的 な意義 をみ るのであ る。」とさ
れている（辻厚生稿「『基準』の基本的性格 について 『仮案』 より『基準』
への転 形 とその意味 」，『企業 会計 』，Vo 口5,No.1,1963 年1 月，63頁o)o(7)
番場 嘉一郎 教授は，「『原価計 算基準』 は企業会 計 におけ る棚卸資産 の評価 と
か，原価差額 の処 理 とか に関 して， この基準 に展開 さ れてい る概念 な り考 え方
なりが実務上適 用さ れて きたが，またこの基準 は原価計 算を勉学 す る者 に とっ
ての良 き文献 として利 用されて きたのであ る。」とされている(番場嘉一郎稿「『原
価計算基 準』の検討課題」，『企業会 計J ，Vol.29,No.2 √1977 年2 月,5 －6
頁。)。(8)
溝「ト 一雄 稿「「原価計算基準 」の改正 を めぐっ て」，『国民 経済雑誌』,Vol.147,No.4,1983
年4 月,9 －10 頁。
同様 の指摘 は，以 下 の論 文で もな されて い る。
溝 口一雄稿「『原価計算基準』の改正 の方向 」√『税経 セミナー』,Vol.26,No.11,1981
年,1 －5 頁。(9)
小林哲夫稿「原価計算 シ ステ ムの構 造 に関連 して」汀 経営 実務』,No.269,1976
年4 月,19 －20 頁。(10)
佐 藤 進稿 「『原価計算基準』 の考 察(17)),『原価計算』,No.218,1978 年9 月，18
－21 頁。
佐 藤進稿 「『原価計 算基準』 の考察(18)」，『原価計算』,No.219,1978 年10 月，14
－17 頁。(11)it:
接 原価計算 の取扱い につ い ては√多 くの指摘 が なされてい る。
例 えば，太田哲三 教授は，「直接 原価 計算 の思想 も取 り入れられてあ る。ただ
し，極 めて遠慮深 く， それは総 合原価 計算 につ いてだ けであ る。……遠慮 す る
必要 は ない と思 う。税法 との関係 は原価差額 として調 整 すれば よいか らであ る。
しかし基準 は その辺極 めて慎重 であ る。」とさ れてい る( 太田哲三稿( 原価計算
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基準の成立 」，『企業会計 』,Vol.14,No.15,1962 年11 月増 刊号，5 頁。）。
また，溝 口一雄 教授 は，「… …イ固別 な原価計 算 を採 用 し てい て も，期 間計画の
設定 にあ たっ ては直接 原価計 算を用い るこ とがよ り合 理的で あ り，現 に或 る程
度用い られてい る。…… この機会 に思い切 っ て，原価計 算形 態の区別 な く一般
的 に直接原価計 算を とり入 れるこ とが望 ましかっ た。…… 直接 原価計算 を個別・
総合の全原価計算形態 を通じて普遍的 に規定すべ きで あっ た。」とされてい る（溝
口-一雄稿 「原価計 算基 準 と直接原価計算」，『企業会 計』,Vo 口5,No.1,1963
年1 月,79 －82 頁。）。
溝 口一雄 教授 は，同 様の指 摘 を，「『原価計 算基準 』の個 別問題（ その2 ）」，『税
経通信』,Vol.33,No.4 ，1978 年4 月,2 －3 頁，前掲「『原価計 算基準』の改
正 をめぐっ て」,10 頁で も述 べ られてい る。
他には，例 えば以下 の ものがあ る。
黒木 正 憲稿 「原価計 算基準 の設定 につい て」，『企業会 計』,Vol.14,No.15 ，1962
年11 月， 増刊 号,16 頁。
佐藤精一 稿「『基準』にお ける直接 原価計算 関連 規定 への批判 」，『企業会計』，Vol.15,No.1,1963
年1 月。
小林健吾稿 「イ固別受 注生産経営 におけ る直接 原価計算 の 必要性 」岡本清編著
前掲書,46 －47 頁。
（12) これに対 し て，鍋 島達教授 は，次 のよ うな解釈 をさ れてい る。す なわち，「問
題 は，個別 原価計算 のばあ い に，会計年度末 にお け る当年 度 発生 固定費の調整
方法に残 る。… …会 計年 度末 に，未配賦 の 当年 度固定 費額 を， 当年 度の売上 原
価 と期 末仕掛 品お よび製品 に配賦 するには，科 目別 に一括 にで ぱな く，指図書
別に配賦 す るこ とが要 請され るこ とは， 当然で あ る。…… この ような調整計算
を行 うこ とは， はなはだ しい経理上 の手 数を要 す る。 ……基準 が， 直接 原価計
算の方式 を，現段 階 にお いて， とくに総合原 価計 算 にお いての み規定 している
のは， この ような配慮 に もとづ く慎重 な態度 によ る ものであ ろ う， と解釈さ れ
るのであ る。」とさ れてい る（鍋島達稿「原価 の製品 別計 算」，『企業 会計』，Vol.14,No.l5,1962
年11 月増刊 号,59 頁。）。
（13) 「基準」の 第4 章 の規定 につい て，中山隆祐教 授 は，「基 準 に よれば……自l串
差異，操業 度差 異等 に分解 す るこ とを分析 とい う。 しか しなが ら， われわれの
通念で は， この程度 の計 算 は自動的 に計算 す るこ とで もあ るか ら，分類 または
算定であ ろ う と思 う。分析 とは頭脳 的判 断 に よっ て不能串 の原 因追求 をするこ
とであ らねば な らない。頭 を使 う段 階が分析で あっ て，計 算組織 に分 離される
ものは，分析で はな く分類で あ る。… …分析 とは，基 準で 説明 されてい る算定
より も先 の問題であ り，差異 を掘 り下 げ，不能 率の 原因 をつ き とめていくこ と
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が分析であ り……」 とされている（中山隆祐稿「二次元の立場か らの第四章批
判」，『企業会計』,Vol.15,No.1,1963 年1 月,95 頁。）。
㈲ 中山隆祐教授は，「給付」ではなく「仕事」という用語を使うべきだ とし，ま
た，「補助経営部門」は「補助製造部門」とす る方が適切であ るとされている。
「同種」という用語については，「基準」第2 章21単純総合原価計算では，「単
純総合原価計算は，同種製品を反復連続的に生産する生産形態 に適用する。」と
あ り,22等級別総合原価計算では，「等級別総合原価計算は，同一一工程 において，
同種製品を連続生産するが， その製品を形状，大 きさ，品位等 によって等級に
区別する場合 に適用する。」（イ旁点……筆者）と使われている。両者の「同種」
ぱ意味が違い,21 では同一規格品の意味であり,22 で は同類であ るが異種規格
品の意味であ るとし，中山隆祐教授は√「同種」という用語の使 われ方が，一定
の概念 に基づいて確立されてはいないと指摘されてい る（中山隆祐稿「会計基
準か，手続要綱か」,r経営実務』,No.269,1976 年4 月,12 －14頁o）。
（15) 販売費および一般管理費の直接費・間接費の分類は「基準」第2 章37の（3）に
あ る。
そこで，わが国では直接費は製品直接費だけを意味し，部門の直接費やセグ
メントの直接費については個別費 と呼ぶことが慣習的だ とし,佐藤進教授は,「販
売収益区分別の直接費・間接 費は，個別費・共通費と称されるべ きところの も
のであ る。」とされている（佐藤進稿「原価計算基準の考察「田」，『原価計算JNo.210,1978
年1 月,13 －14頁。』。
（16) 西滓脩稿「日米原価計算基準の原価概念」,r企業会計』,Vol.15,No.1,1963
年1 月,76 －77頁。
（17) この点に関 して，番場嘉一郎教授は，「販売費及び一般管理費をどのような方
法で長期請負工事 に配賦（又は賦課）す ることが妥当であ るかをサジェ ストし
ていない。……販売費及び一般管理費を含めた生産品のプロダ クト・コストの
算定方法を『原価計算基準』で明確にすることの必要性が指摘で きるのであ る。」
とされている（番場嘉一郎，前掲論文,4 頁。）o
㈲ 「基準」第2 章8 の(4）の規定によると，操業度に含 まれるのは生産設備に限
定されてしまう。生産設備以外の人的要素をも含めて操業度を規定する，つ ま
り，生産設備 という用語を用いずに，より広い意味での操業度を説明すること
になる。
この点に関 しては，以下のような見解があ る。
溝口一雄教授は，「操業度 というのは，厳密に規定するならば，企業の有する
経営能力の利用度を意味する。経営能力は主 として生産設備の能力を指 すので
あるが，広義には， その物的能力を維持し，運営するために必要な人的要素あ
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るいは組織 を も含めて考 え るこ ともあ る。」とさ れている（溝 口一雄 著「最 新 原
価計算講義 」， 中央経 済社,1979 年,38 頁。）。
中山隆祐 教授 は，物的 設備だ けで な く人的 な配備 能力 または陣 容を も内容 に
含めるた めに，「facilitiesprovided 」あ るい は「経営段取 り」 と表 現 した方が
よい とさ れる（中山隆祐稿「単片 原価 と結晶原価 との混乱」，『産業 経理』，Vol.37,No.4,1977
年4 月,66 頁。）。
佐藤進教授 ぱ，「生産 能力」 と改 めるべ きだ とさ れてい る（佐藤進稿 「『原価
計算基 準』 の考 察（11）」,r 原価計算 』,No.211,1978 年2 月，8 頁。）。
（19) この点 につ いて，山逡 六郎 教授 は，「製造工業 原価計算 要綱」の方 が よかっ た
として， 総合原価計 算の説 明を最 初 に示 すべ きであ った と主張 さ れてい る。
「・・…■p売者に対 してまず総合原 価計算 について1 つ の基 礎概念 を与 えて お き，
しかるの ち，この計算 の種 々の変形 を説明 してゆ けば非 常に理 解 し易 い もの と
なる。ところ が，『原価 計算基準 』の場 合 には そうで はな いo ・喘l合原価 計算
のように基礎概 念 は極 めて簡 単明瞭で あ るが，その変種 ・亜種 は複雑多岐 に わ
たる計算 の場合 にお いては，… …す べて に通 ず る1 つ の基礎概念 を述べ る必要
があ る と思 う。」 とさ れてい る（山逡 六郎稿 「『原価計算 基準』の改正」，『産業
経理』,Vol.37,No.4,1977 年4 月,53 頁。）o
また，佐藤精一一教授 は，（…… 製品別計算 の大 きな類型 は，す くな く とも,(1)
単純総合原イ面計算,（2）組別総 合原価計 算,（3）個別 原価計算 の3 つ とし，等級 総
合原価計 算 は,（1)と(2）とに適 用 され るべ きもの として体系化 した方 が理論的で
はないか と考 える。」 とさ れてい る （佐 藤精 一稿 「『原価計算基 準』批判」,r 企
業会計J,Vol.14,No.15,1962 年11 月増刊 号,113 頁。）。
剛 岡本清稿 「原価計算 基準 に対 す る意 見」，『原価計算J ，No.203,1977 年5 月，26
頁。
（21） 岡本清教授 ぱ，実際 原価計 算制度 と標準原価計算 制度 とに分類 した後,「さ ら
に その中 を総合 原価計 算 と個 別原価 計算 に区分 する枠組 みが望 ましい と思 われ
る。」とさ れている（岡 本清稿「原価計算基 準への提 言」，『会計』,Vol.122,No.5,1982
年11 月,701 頁。）。
卸 例 えば， 岡本 清教 授 はこ こで ぃ う第3 の立場を とるとさ れてい る（岡本清，
前掲稿 「原価計算基 準 に対 す る意見」,23 頁。)。
冊 この立場 か らの見 解 とし では， 岡本清教 授の ものがあ る。
岡本清教 授 は，「『基準 』を 『企業 会計原則』 の一環 として， 財務会 計側 から
のみ眺 め，製品原価計算 中心 に自己 規制 する考 え方 に強 く反対 す る。 そうで は
なくて，原価計 算制度 は管 理会 計目的 に大半 のウェ イトが かかっ てお り，管 理
会計の側 から財務会 計, さ らに商法 や税法 にたいしての強烈 な自己主張 の場 と
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しての「基準」にあるべきであると考えている。」とさ れている（岡本清，上掲
論文,27 頁。）o
これに対 して，佐藤精一教授 も同様の見解を述べられている。
佐藤精一教授は,「……貝オ務基準 としての制約のなかで……管理会計としての
有肝陛を， より強く反映させ るような改正のなさ れるこ とがまずあげられる。
……」とされている（佐藤精一稿「原価計算基準改正の方向」，『原価計算』,No.203,1977
年5 月,29 頁。）。
㈲ 安達和夫稿「『原価計算基準』改訂の方向」『企業会計』,Vol.29,No.2,1977
年2 月,33 －38頁では,6 つに区分してい る。
㈲ 安達和夫教授は，経営原価概念として，「たとえば，原価を経営目的活動に伴
う経済価値犠牲額 と規定することがで きよう。」とされている（安達和夫，前掲
稿 「『原価計算基準』の改訂について」,20 頁。）。
㈲ 同上。
（27) 同上。
冊 この点に関して，例 えば，安達和夫 教授ぱ，「企業会計原則の一環 という側面
だ けについていえば,標準原価の計算での変動予算の規定（「基準」41の（3）の2 ）
や標準原価の指示の規定（「基準」43）等は不要である。」 とされている（上掲
論文,21 頁o）o
卵 上掲論文，22頁。
㈲ 直接原価計算を制度ト して採用する場合 について，宮本匡章教授は次のよう
に述べられている。
「次のような場合には実践面から疑義が生ずる可能性がある。それは，直接
原価計算制度 と全部原価計算制度 とが代替的 に利用で きるとした場合，両者を
併用することなく，直接原価計算方式のみを採 用した企業 が，どのようにして
期首および期末の仕掛品 と製品とに含められる固定費額を算定するかの問題で
ある。・…・・直接原価計算のみを実施 している場合で も，現行諸法規が制度 とし
て要求してい る財務諸表の作製は可能なのであ る。」（宮本匡章稿「『原価計算基
準』の検討」，岡本清編著前掲書,34 頁。）o
上述の宮本匡章教授の指摘された問題に対してぱ，日本会計研究学会特別委
員会報告（1979年6 月）の第3 章で示された，「実際直接 原価計算制度における
固定製造原価等の原価差額の調整」，「標準直接原価計算制度 における固定製造
原価等の原価差額の調整」での計算方法が参考 となろう（上掲書,132 －146頁。）。(31
） 安達和夫，前掲稿「『原価計算基準』の改訂について」,23 頁。
㈲ ここで述べた形態以外に，制度会計に求 められる原価計算だけを明らかにし
ようとする意味から,制度会計目的の諸関連原価概念お よび原価計算手続に限っ
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て規定す る とい う形 態 も考 えられよ うが， その場 合，以 下の2 つ の理 由から望
まし くない と考 える。 つ まり，
①制度 会計 目的 の原価計算の位置づ けが，管 理会計 目的 の原価計算 との関連
において， 明らかに ならないこ と。
②管理会 計 目的 の原価計 算の重要性 が示 さ れないこ と。
しかし，別 に経営 原価計 算基 準 を新 設 すれば， そこで 上 記 の理 由で示七 たこ
とは補足 す るこ とがで きよ う。(33
） 例 えば，伊 藤博教授 は， 財務会 計原価 計算基 準 は最 も妥当であ り， 容易 な も
のであ る と述べ られてい る（伊藤博稿「「原価計 算基 準」の再 検討」,『原価 計算』，No.220,1978
年11 ・12 月,33,35 頁。）。
㈲ 例 えば, 東海幹夫 教授 は，「現 行基準 の歴 史的 貢献 を無 視 した後退的形 態で あ
り, お そら くその実現 はあ りえないだ ろ う。」とさ れてい る（東海幹夫稿「原価
計算基準 論議 の方向整 備」，『原価計算 』,No.241,1980 年10 月,10 頁。）。
叫 安達和夫 ，前掲稿 「『原価計算基準』 改訂 の方向」，36 頁。
㈱ 例 えば，特殊 原価調 査を制度 としての原価計 算 の範 囲 内 に属 させず， それに
つ いての詳細 な規定をしてい ない とい うこ とは，あ る意 味で ぱ企業 に まかせ る
という弾 力的 な姿 勢の表 れとい えよ う。(37
） 「基準」を踏襲 す る立場 とし ては，岡 本清 教授 の見解が あ る。岡 本清 教授 は，
「基準」を踏襲 しなが ら も， こ れを管 理会 計的 原価計 算 へ改訂す るのが，最 も
現実的 に有意義であ るとして，改訂 す る とす れば， 必要 な修 正 は，次 の3 つで
あ る とさ れてい る。
①商法， 税法お よび企業会 計原則 の改正 に伴 う現 行 「基準 」 の修正。
②現 行 「基準」 に内 在す る欠陥の修正。
③ 原価計 算 の理論 お よび実務 の発展 に伴 う現 行 「基 準 」」 の修正。（岡本清，
前掲稿 「原価計算基準 への提 言」,698 －699 頁。）
上 記の3 の修正 を行 うとす れば，部分 的 な改 訂だ けを 認 めた実質上 の踏襲 と
いうよりは， むしろ,3 の形 態（広義 の制 度原価 計算基 準）あ るいは4 の形 態
（経営 原価計 算基準） に近 い ものであ る と解 さ れよ う。
鴎 安達 和夫， 前掲稿 「『原価計算基準』 改訂 の方向」,37 －38 頁。
囲 安達 和夫 教授 は， この改 訂の形 態 につ い ては，以下 の 基本的 な問題 があ る と
されてい る。つ まり，「基本的 には，この『基準 』の場 合 には，外 部報 告目的 と
経営管 理 目的，年 度計算 と月次計算，事 前計算 と事後計 算，貢献差益 方式 と伝
統的全部原価 方式 などの制度上 での調 整・統合が 問題で あ る。」とされてい る（上
掲論文,38 頁= ）。
㈲ 経営 原価計 算 とい われるもの は，制度 原価計 算以 外の 原価計算 も含 む，管理
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会計 の性 格 を強 く もっ た広 い意味で の原価計算 とい えよ う。Bierman
（ビ エル マン） らは，基礎的 原価 計算 に基づ いた，経 鉄 意思決 定お
よび業績 評価 のた めの 原価 計算 のこ とを√managerialcostaccounting と称 し
ているようで｀あ る(BiermanHaroedjr.and'J'homasR.Dyckman,Managerialc
ブosfAぼo 珊ntiHg、MacmillanCo.J971 ．）。
賄 企業経営 協会 「『経営 原価 計算実施要領』中間報 告」，『経営 実務 』,1980 イ1^5
月,2 －34 頁。
冊 企業経営協 会「『経営 原価 計算実施要領』仮案」,丿 経営 実務J,1982 年5 月247
頁。
「経営 原価 計算 実施 要 領」 は， 本稿で い う経営原価計 算基準 とい うよりは，
管理会計原価 計算基 準 に対 す る研 究・ 立案であ る とい え る。
㈲ 安達和夫 教授 は， これ ら2 つ の形 態を独 がした もの とし て， それぞ れを補完
的管理 （会 計) り 京価 計算基準， 独白の管 理（会計)-j 京価 計算基準 と示 され
てい る（安達 和 几 前掲稿 「□京価 計算基準」 の改訂に つい て」,14 頁o ）。
㈲ この ような 立場 か らの 兇解 としては， 例 えば次の ような ものがあ る。
平林喜博 教授 は，現 行 「基準 」を尊重し，管理会 計志 向 の 「基準 」の立場 を
示さ れてい る。
平林喜 厚著! 原価 計算 論研究］・|，同 文舘,1980 年,188 頁。
小池明氏 は，「会計原則 を十 分に尊重しか原価体系 の中 に，企業 の管理指 向 を
強 力に11 ド すべ き人胆 な新 し い基準 の設定こ そが，新時代 の企業 が渇望 して
い る ものであ ろ う。」 とさ れてい る（小池明稿 「リ京仙計 算基準 の改)!-."につ い
て」ii'産業経理ム ］977年3Jj,72 貞。)。
鍋島達教授 は，「『基準 は， 財務会計基準 たるべ きであ り，原 価計 算が財務 会
計 と関 わる局面 につ い てだ け規定 すべ きだ』 とい う考えかたは， もはやナン セ
ン スとい うほか はない。」とさ れてい る（鍋島達稿「原価計 算基準 につ いて」丿 会
計j,1963 年8 月,2 町t。）。
穴 本皿 収教授 は，「現 実問題 としては……… つの原価計算 に よっ て，複数の目
的 の達成を 可能な かぎり実現 させよ うというこ とにならざ るを えない。」とさ れ
ている（宮 本匡 砿稿「原価 計 算 と原価計算基準」,r税経通 信J,1982 年2 月,180
頁。』。
㈲ 例 えば, 園田平 二郎 教授 は,工l つの 異なっ た目的 を遂 行す るた めの計算 方法
を現 行の 原価計算 基準 の よ うに っ の計算 体系 に組 み 入れ るこ とは，技 術的 に
は可能であ っ て もそれは現 実的で あ る とは 言い難 い。」とさ れ てい る（園田平 三
郎 柚 「□京価計算基 準」 のあ り方」，『原価計算j,1979 年5 月,1 －2 貞。）。
㈲ 企業経営 協会， 前掲稿 「［経営 原価計算実施要m ］中 間報 告」2 －34 頁。
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(47） 青木茂男教授 は，以 下 の よ うに まとめられてい る。1.
総説関係
①マ ネジメン ト と原価 計算
② 原価態様 の諸分類 （原価計 算制度 におけ る原価の 諸概念， 原価要 素の分
類 の ほか， 特 殊原価概 念 の解説 も含む）
③原価情 報 シ ステ ム2.
意思決 定関係
④C －V －P 分析
⑤差額原価分 析 （関連 原 価， 貢献 利益法，特殊 原価調 査 を含 む卜
⑥資 本予算 （または資 本支 出の 意思決定）
⑦意思 決定 モデ ル ・不確 実性
⑧ 意思 決定 と数学的手 法等 （LP,OR, シ ミュレーション ・モデ ル・ ネッ
トワー ク手法， 統計的，:に学的 手法 な どを含 む）
⑨営業 費分析 （物流 原 価計 算を含 む）
⑩ 価格 設定3.
業績管理 関係
⑥責任会 計 （モチベ ー ション を含 む）
⑩標準原価計 算
⑩…戸算制度
⑩ 変動f 算
⑩ 直接 原価計算
四 差 異分析 （利益 及 び原価 の差 異分 析）
⑥分権管理下 の業績 評 価 ・内 部振替 価格
（青木茂男稿 「経営 原価計 算の意義」，『企業 会計』,Vol.32,No.ll,1980 年11
月，4 －10 貞。）
㈲ この点 につ いて，安 達租 夫教授 は，「現 行の『基準』との 調整 を どう行 うかで，
現行の『基準』の改 訂が 必要 とな るで あろ う と考 えられるし，また，『企 業会計
原則』の一環 としての原価 計算基 準 とは別個 に，管 理原価計算基 準 を設定し て
も，啓蒙的 な効果 はあ るとして も，実践 規範 としての性 格が薄 れる惧 れがあ る。」
とされてい る（安 達和夫，前掲稿「『原価計算基準』の改訂 につい て」,38 頁。）。
㈲ 機井通晴 教授は，「各手法 の利点 とその限 界を よく認識 した う えで, 個 々の企
業 経営 に最 もよ く適 合 した計算 制度 を採 りうるよう改訂 すべ きだ と主張 したい
のであ る。」 とさ れてい る（機井通晴 稿 「『原 価計 算基準』の基 本的性 格 と基 礎
概 念」，『会計』,Vol.122,No.5,1982 年11 月,29 頁。）o
隔 中山隆祐 教授 は，「 もし将 来，新基準 が 設定され るこ とがあ る とすれば，大蔵
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省ばなれをした立場，たとえば通産省 とか日本原価計算研究学会 において，十
分に管理会計領域 も含めた基準を作 りあげ る必要があろう。」とされている（中
山隆祐，前掲稿 「会計基準か，手続要綱 か」11 頁。）。
青木茂男教授は，「経営原価計算の全体系の展開は，現行基準 とは別個に，官
庁（特 に大蔵省，企業会計審議会など）依存の形 によるのではなくて，民間機
関による研究 とか，研究者の著書，論文や実務の上で の充実，前進を期待する
ことがよいのでぱないかと考える。」とされている（青木茂男,前掲論文,10頁。）。
ここで民間機関 とされているのは，例えば企業経営協会等を指している。(51
） 斉藤隆夫教授は，原価計算の一般原則 について，本質が見失 われないために
も必要なものであるとして，以下の7 つの原則を上げている。
真実原価割当計算の原則，比較性（正常性）の原則，迅速性の原則，経済性
の原則， 目的適合性の原則，経営構造適合の原則，相互管理（調和性）の7 つ
である（斉藤隆夫稿「原価計算基準の再検討 原価計算の一般原則 について
」，r 原 価 計 算 』,No.220,1978 年,38 －41 頁 。)。
原価計算の一般原則については，慎重に検討されるべきである。つ まり，一一
般原則 によって原価計算が窮屈に規定されてしまい，原価計算のもつ本来の機
能が阻害されないように注意すべきである。例 えば，斉藤隆夫教授の示された
比較性（正常化）の原則は，原価を正常なものに限定してしまい，現行「基準」
の考え方を そのまま踏襲してしまう惧 れもあろう。
一般原則については，宇南山英夫教授は，真実性の原則「原価計算がその目
的を果たし，企業の実体を正しく表示するだのには，真実な原価を誤りなく算
定できるようになされなければならない。とくに,財務諸表を作成するに当たっ
ては真実の原価を止確に算定表示しなければならない。これが真実性の原則で
あ る。したがって，これは一般会計における真実性 の原則の適用にほかならな
い。それゆえ，それは相対的真実性であ る。……」，確実性の原則「……大体に
おいて，財務会計に対して財務諸表作成の資料を提供するための計算は，最 も
高度の確実性が要求される。これに対して，経営管理目的に役立つ原価計算は，
それはどの確実性 ぱ要求されない。計算の結果を経営外部に示 した場合には，
信頼の対象となりえないような不確実なものであっ て も，経営内部の管理統制
に役立つ数値であればに計算的不確さに代 えて理論的正確性を もっ て満足され
る6」，正常性の原則「……要するに，正常性の原則は，原価のうちに含まれる
偶然性を排除して，その正常化をぱかることを要請する原価計算特有の原則で
ある。この原則は，原価計算の経営統制および経営計画的役割を強調するこ と
から，最近 とくに重要視されてきている原則であ る。」，迅速性の原則「……現
代における原価計算の任務の一つは，できるだけ早 く不能率の存在を知って，
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臨機の処置を講じ，不能率を防止するために利用されることにある。……原価
資料は，経営活動が行われている間に，またその記憶が新たなうちに， そして
不能率な行為を継続することを防ぐのに間に合うように，経営者によって入手
されなければならない。……迅速性 を確保するためには，実質の確定をまたな
いで見積 もりによって計算することさえ行うのであ る。」，経済性の原則「……
計算経済性 によれば，一つの計算法 は，これと計算効果において競合する他の
方法に対して，つねに二者択一的関係 に立っている。一つの方法だけをみて，
それの労費 と効果が十分に引合 うからといって，ただ ちにそれを採用するとい
うのではない。 その場合，他に効果が労費を十分 に償う方法があれば，両者の
効率を比較考量する必要がある。この場合，つ ねに目的 と手段 との関係を念頭
に置きながら，特定の計算方法が計算目的 を達成する役割の度合いを，他の方
法におけるそれとの比較 において，検討す るこ とが必要なのである。……」，比
較性の原則「……期間比較や部門比較の場合には,1 経営内部の計算制度の統
一一だけで足りるが，経営相互間の比較 には，比較される他の経営 との間に計算
制度の統一がはかられていなければならないから，実際問題 としては非常に困
難であ り，したがって各経営が計算結果 の比較 によって，有効な管理手段を期
待するこ とがで きるのは, お もに内部経営比較による場合であ る。 その際，期
間比較が実施されうるためには，計算手続 きや計算価格などの計算条件が，毎
期一一定して継続的に守られなければならない。……したがって，経営管理のだ
めの原価計算にあってぱ，比較性の原則が何 よりも重視されるのである。」，相
互管理の原則「原価計算は，一般会計 との間において も，また計算制度内部の
要素別計算・部門別計算・製品別計算の相互間においても，たがいに密接に関
連し，補足し合い，助け合って，一一つの有機的全体を構成しなければならない。
これを相互管理の原則 という。この原則は，単に計算結果 を相互検証して， そ
の確実なるこ とを証明し，計算の信頼性を高めるためばかりではなく，各部分
の欠陥を明 らかにし，その矯正を行い，また不正 脱漏を予防するためにも必要
である。……この原則は， また，計算制度内部の相互連繋だけでなく，財務会
計 との有機的関連を も要求しているか ら，単に原価計算というだけでなく，会
計制度一般を規律する原則であ るとい うことがで きる。」といった7 つを上げら
れている（宇南山英夫執筆, 太田哲三他監修「原価計算辞典」中央経済社,1968
年,185 －186 頁。）。
宇南山英夫教授のいわれる比較性 の原則は，正常性の原則とは切り離して，
継続性の原則 との関係を強調しているといえよう。
卵 この点について,楼井通晴教授は，「最近の多くの管理会計論が企業の社会的
責任を含めた多元的目標を企業目的にしていることは，われわれがよく知ると
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ころである。……企業目的を改めて問いなおすとともに，社会原価なども意識
したうえでの原価の規定がなされるべきではないか と思う。」とされている（槽
井通晴，前掲稿,20 －21頁。)。
肩 安達和夫教授 はr 現行の「基準」を改訂するとすれば，で きうれば，経営原
価計算基準を目指 すべきであり，もしそれが不可能であれば，むしろ，『企業仝
計原則』の要求する適正な原価計算基準を最小限満たすために，外部報告目的
の最狭義 の制度原価計算基準の設定を目指すべきであろ う。」とされている（安
達和夫，前掲稿 「『原価計算基準』改訂の方向」，38 頁。)。
また，青木茂男教授は，改訂の方向そして，次の2 案を示 されている。
①現行の「基準」の規定内容の拡張により，管理原価計算の要請を組入れ「基
準」 とする。
②現行の「基準」は製品原価計算ならびにコスト・ コントロールのための原
価計算基準 として，この観点からの若二珊の手直しに止めて，別に「管理原価計
算基準」を設定する。
なお, 上述の2 案のうち, ①の立場をとるべ きだ とし，一一時的に②の立場を
とるとしても,最終的 には①の形 に移行すべきだ とされている（青木茂男稿「『原
価計算基準』の再検討」，『経営実務』,No.269,1976 年4 月,5 －6 頁。）。
剛 安達和夫 教授は，「狭義の制度原価計算基準（制度会計目的に対する原価計算
基準）か，広義 の制度原価計算基準（広義の制度原価計算についての基準）の
いずれかへの改訂が現実的 といえる。」とされている（安達和夫，前掲稿「『原
価計算基準,』の改訂 について」,18 －19頁。）。
